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2014人勧の月例給、一時金の配分等で人事院交渉実施－8/4

※この交渉情報は、ホームページやチラシ等には掲載せず、組織内の意思統一用として取り扱ってください。

　

　公務員連絡会幹事クラス交渉委員は、８月４日13時から、本年人勧における配分等について、人事院の川崎職員団体審議官と交渉を実施した。

　この交渉は、８月１日の書記長クラス交渉委員と２回目の給与局長との交渉で①月例給は若干のプラスとなる見通し②一時金は引上げの見通し等の考えが示されたことから、その具体化にあたり、公務員連絡会の配分要求などを実現するため行ったもの。

　冒頭、大塚副事務局長が人事院における具体的検討状況を質したのに対し、川崎審議官は次のとおり答えた。

１．官民較差に基づく改定

　本年の官民較差に基づく改定に当たっては、較差の程度、給与制度の総合的見直しにおいて諸手当の見直しを行うことを考慮すると、俸給の水準改定に充てることが適当。

２．俸給表改定の基本的考え方

　官民の給与差を年齢別に見ると、50歳台後半層では公務が民間を上回る状況が続いているが、若年層では民間が高い状況となっている。

　近年の俸給の水準改定においては、プラスの場合は若年・中堅層に、マイナスの場合には高齢層にそれぞれ重点を置いて改定してきている。

　本年の俸給の水準改定に当たっても、世代間の給与配分の観点から若年層に重点を置きながら広い範囲の号俸について引上げを行う必要。

３．行政職俸給表（一）の改定について

(1) 初任給の改定

　改定額については、全体の官民較差が小さい中での配分となることから、一般職試験(大卒程度)及び(高卒者)採用職員の初任給を平均改定額の約２倍程度引上げる。

(2) 50歳台後半層の職員が多くを占める号俸

　世代間の給与配分の見直しの観点から、50歳台後半層の職員の在職実態等を踏まえ、３級以上の級の高位号俸については、改定を行わない。

(3) 若年・中堅層の職員が在職する号俸

　本年は、2007年以来７年振りの引上げ改定となることから、メリハリをつけつつも改定の効果が広く及ぶように配慮。

　初任給に係る号俸に連なる若年・中堅層については、改善に重点を置いて改定額に一定の傾斜を設けて引き上げ改定を行い、50歳台前半層の職員が多くを占める号俸で改定を収れんさせる。

４．行政職俸給表（一）以外の俸給表の改定について

　行政職俸給表（一）以外の俸給表については、行政職俸給表（一）との均衡を基本に所要の改定を行うこととする。

５．特別給について

　民間の一般職の係員クラスの考課査定分と一定率部分の割合は、公務と民間を比べると、まだ民間の考課査定分の平均と隔たりがあることから、ボーナスの月数をマイナスする際にも、この配分をうまく調整するために、期末手当部分の月数を減ずることで、考課査定分のウェイトを高くするという方針でやってきている。

　今回のプラスの部分であっても、勤勉手当の方に月数をプラスする。

　これらの人事院の説明に対して、公務員連絡会側は次のとおり質した。

(1) 俸給表改定に伴い、俸給月額の一定割合を基礎として支給額を定めている手当の改正はどうするのか。

(2) 昇格対応号俸の改定はどうするのか。

(3) 勤勉手当を改定する場合の本年の具体的取扱い如何。どの程度引上げとなるのか不明だが、仮に0.1月を超えるとすれば、すべて12月期の勤勉手当に充てるとすれば、この12月期の成績が過剰に強調、増幅されることにならないか。来年以降はともかくとして、本年の支給月数増の一部は期末手当に充てるべきではないか。

    来年度以降の６月期、12月期への配分如何。

(4) 特別給の考課査定分について、官民で開きがあるとの回答だったが、どのくらいなのか。

(5) 通勤手当は４月からの遡及改定かどうか。

(6) 再任用者給与は遡及改定か。

(7) パーソントリップ３％、６％の仕分け如何。

　これに対し、審議官は以下の通り答えた。

(1) 2005年の給与構造改革の際、定率から定額に切り替えた手当が多くあった。そのときは、在職実態等を考慮して額を決めてきた。法律上はたとえば上限を25％という決め方をしていて、一般的には俸給額を上げる分は影響はないが、下げる場合は25％を超えるということがまれにある。今回の上げ率がそんなに大きくないので、影響することはない。逆に総合的見直しで、額を見直さなければならないときに、出てくる可能性がある。総合的見直しで給与水準を下げるときに課題になる。

(2) 現在確認中だが、額を上げ下げするときに必ず生じてくるので、今年の較差分のプラスの際にも、一部変更になる可能性がある。もちろん、マイナスの場合も変更の可能性がある。

(3) 全部勤勉手当で実施するのが基本だ。６月はいったん清算されているので、今年度分は12月分でまとめて行って、来年度はそれを半分ずつにすることを考えている。

(4) 2013年でいうと、民間の係員クラスで考課査定部分が46％、公務は34％で、十数パーセントの開きがある。

(5) ４月からの遡及改定で考えている。

(6) 再任用者の手当の適用拡大は、総合的見直しの一環と考えているので、来年の４月以降ということになる。

(7) 現行のパーソントリップの指数は６級地・３％で、６級地への通勤者の比率が50％以上、５級地だと40％以上等、級地によってパーセンテージが決まっている。現行の基準に該当するものは６％地域とし、新設する７級地・３％は同じ基準をずらして、７級地への通勤者の比率が50％以上、６級地は40％以上等、それぞれいれば３％とするなど、現行の基準を１段落とした形とすることを考えている。

　最後に、大塚副事務局長が「明日が最終回答となる。公務員連絡会の要求を踏まえ、総裁からの回答をお願いしたい」と要求し、交渉を終えた。

以上
PAGE  
- 2 -

